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Ⅰ 序論  

１ 国際社会の動向 
こどもに対する暴力をなくすことは、国際社会が一致して取り組むべき課題として、広く

認識されている。1959 年には、「児童の権利に関する宣言」が国連総会で採択され、1979 年

は「国際児童年」として定められた。同年、国連人権委員会の下に作業部会が設置され、世

界中に貧困、飢餓、武力紛争、虐待、性的搾取等の困難な状況におかれているこどもがいる

という現実に目を向け、こどもの権利を国際的に保障、促進するため、「児童の権利に関す

る条約」（以下「児童の権利条約」という。）の検討が開始された。その後、多くの国連加盟

国政府、国連機関等が参加し、10 年間にわたる審議を経て、児童の権利条約が国連総会で

採択された。同条約 19 条は、児童があらゆる形態の身体的又は精神的暴力、虐待、搾取（性

的搾取等を含む。）等から保護されることを定めている。 

暴力からのこどもの保護は、1990 年の「子どものための世界サミット」、2002 年の「国

連子ども特別総会」（於：国連本部）においても国際社会が取り組むべき課題として共有さ

れた。また、2006 年には国連事務総長により、国連による初めての「子どもに対する暴力

に関する調査報告書」が国連総会に提出され、翌 2007年には、国連総会決議によって児童

に対する暴力担当国連事務総長特別代表（SRSG-VAC）の任命が要請された 1。また、児童の

権利委員会は 2006年及び 2011 年にそれぞれ一般的意見８号「体罰その他の残虐な又は品

位を傷つける形態の罰から保護される子どもの権利」及び同 13号「あらゆる形態の暴力か

ら解放される子どもの権利」（2011年）を採択した。 

さらに、2015 年９月には国連サミットにおいて持続可能な開発目標（SDGs）が採択され、

ターゲット 16.2 に「子どもに対する虐待、搾取、取引及びあらゆる形態の暴力及び拷問を

撲滅する」と掲げられると、2016 年７月には、国連児童基金（UNICEF） 及びこども関連の

国際 NGO が中心となり同ターゲットの実現を目的として「子どもに対する暴力撲滅グロー

バル・パートナーシップ（GPeVAC）」を設立した。2024 年 11 月にはコロンビアの首都ボゴ

タにおいて、コロンビア政府、スウェーデン政府、UNICEF、世界保健機関（WHO）、SRSG-VAC

事務所の共催により、第１回児童に対する暴力撲滅グローバル閣僚会合が開催された。同会

合では、GPeVAC からパスファインディングの取組を引き継いだムジート SRSG-VACによりパ

スファインディング・グローバル・アライアンスが立ち上げられるとともに、会合の成果文

書として「ボゴタ行動要請」が採択された。 

 

２ 国際社会と日本の取組 
日本は、1959 年に国連総会で採択された「児童の権利に関する宣言」に先駆けて、1951 

 
1 国連総会決議(62/141)による要請を踏まえ、2009 年、初代事務総長特別代表としてマルタ・サントス・

パイス氏が任命された。2019年、パイス特別代表の後任として、ナジャット・マーラ・ムジート氏が任

命された。 
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年に児童憲章を採択したほか、児童に対する暴力をなくすための様々な取組を進めてきた。

1994 年４月に、児童の権利条約を締結した後は、本条約の精神を踏まえて、児童の権利委

員会による政府報告審査のプロセスを経つつ、こどもの権利の保護・促進に努力してきてい

る。直近では、2019 年に同委員会の総括所見が公表されており、そこに示された勧告につ

いては関係府省庁において十分に検討が行われている。また、2004 年には、「武力紛争にお

ける児童の関与に関する児童の権利条約選択議定書」、2005 年には「児童の売買、児童買春

及び児童ポルノに関する児童の権利条約選択議定書」を批准した。日本は 2018 年２月に、

GPeVAC のパスファインディング国 2（参加国）入りを表明し、2021 年８月には、自国のこど

もに対する暴力をなくすため、関係省庁、市民社会等が参加し、「子どもパブコメ」を通じ

て寄せられたこどもの声も踏まえ、「子どもに対する暴力撲滅行動計画」を策定した。2024

年には、第 1回こどもに対する暴力グローバル閣僚会合に参加し、日本の取組を紹介すると

ともに、引き続きこどもに対する暴力をなくすことに取り組んでいくことを表明し、プレッ

ジ 3を提出した。 

 また、人間の安全保障の理念の下、SDGs が目指す「誰一人取り残さない」包摂社会の実

現に向け、こどもに対する暴力をなくすことに関する取組を進めてきた。2025 年の SDGsに

関する自発的国家レビュー（VNR）において、日本が SDGs ターゲット 16.2の達成に向けて

取り組んでいること、そのために「子どもに対する暴力撲滅行動計画」に基づく取組を着実

に進めていることを確認した。VNR報告書は同年６月に国連へ提出、７月に国連で発表した。 

このほかにも国際場裡における様々な機会を活用し、日本の取組の説明や情報発信を行

い、国際的な児童に対する暴力をなくすための啓発を行うなど、本分野の取組を積極的に進

めている。 

 

３ 行動計画策定の意義  
 日本は、こどもの権利を守り、こどもに対する暴力をなくすため、国内においても法律の

整備、基本方針の策定、具体的な行動計画の策定、地方公共団体や学校に対するガイドライ

ンの策定等の様々な取組を行ってきた。2023 年 4 月には、こどもに関連する政策を一元的

に推進し、「こどもまんなか社会」の実現を目指すため、こども家庭庁が発足した。こども

家庭庁は、こども政策の司令塔として、こどもに対する暴力をなくすための施策を含め、各

省庁の総合調整を行うとともに、省庁制度の間に陥っていた課題や新規の政策課題にも対

応している。 

こども家庭庁の発足と同時に、こども施策を社会全体で総合的かつ強力に推進していく

ための包括的な法律として、児童の権利条約の精神にのっとった、こども基本法（令和４年

法律第 77号）が施行された。こども基本法はその基本理念に、全てのこどもの基本的人権

 
2 自国内のこどもに対する暴力をなくすことにコミットする国 
3 日本は、こども家庭センターの設置を進めること、こども性暴力防止法の実施に向けて取り組むこと、

児童相談所の体制を強化することについてプレッジを提出した。 



6 

 

が保障されること、健やかな成長・発達が図られること、意見を表明する機会が確保される

こと、こどもの最善の利益が優先して考慮されること、等を定めている。 

全てのこども・若者が、ひとしくその権利の擁護が図られ、身体的・精神的・社会的に幸

せな状態で生活を送ることができる社会の実現を目指し、2023 年 12 月に閣議決定された

「こども大綱」に基づき、暴力をなくすための取組を含めた幅広いこども政策のアクション

プランとして、2024 年以降毎年「こどもまんなか実行計画」も策定されている。 

また、こども基本法に基づき、こどもたちやこどもと関わる大人、さらには広く社会に向

けて、こどもが権利の主体であることをはじめ、児童の権利条約の趣旨や内容についての周

知に取り組んでいるほか、人権教育及び人権啓発の推進に関する法律（平成 12年法律第 147

号）に基づき策定された人権教育・啓発に関する基本計画等に則り、こどもの人権を含む人

権教育及び人権啓発を推進している。 

今般、こども家庭庁の発足とこども基本法の施行を踏まえ、こどもに対する暴力をなくす

取組をさらに進めていくために、2021 年に策定した「子どもに対する暴力撲滅行動計画」

を見直し、名称は「こどもに対する暴力をなくす行動計画」とする。見直しにあたっては、

こどもに対するあらゆる形態の暴力をなくすために、SRSG-VAC が主導するパスファインデ

ィング・グローバル・アライアンスの取組を始めとした国際的な動向を踏まえつつ、市民社

会の意見や「こども若者★いけんぷらす」等を通じて得られたこども・若者の声を踏まえる

こととする。こどもに対する暴力の現状、2021 年以降に新たに講じた施策、こどもに対す

る暴力をなくすための取組を一層進めていくための行動計画を示す。 

本行動計画は、2030 年までにこどもに対するあらゆる形態の暴力をなくすことを掲げる

SDGs ターゲット 16.2 の達成を目指すものであり、概ね 2030 年までの行動計画とする。同

ターゲットの達成は SDGsの他の目標の達成においても重要であることから、本行動計画の

実施を通じて、日本の SDGs達成に向けて取り組む。また、パスファインディング国として

日本の取組を世界に発信し機運を高めることにより、世界においてこどもに対する暴力を

なくすことに貢献していく。  

 

Ⅱ 行動計画策定以降の進展と優先して取り組むべき課題 

 2021 年 8 月の行動計画策定以降、それぞれの府省庁が取り組んできた施策に、あらゆる

形態の暴力からこどもを守るという包括的な視点が導入され、取組が進められてきた。その

実施状況については、関係府省庁、関係団体、市民社会等マルチ・ステークホルダーにより

構成される「子どもに対する暴力撲滅円卓会議」ワーキング・グループにおいて、毎年、評

価・モニタリングを行ってきた。なお 2023年のこども家庭庁発足に伴い、円卓会議議長は

外務省からこども家庭庁に引き継がれている。 

 

 行動計画策定以降の進展について、児童虐待については、行動計画に記載の施策の着実な

実施に加え、法改正も含め、施策の不断の見直し、対策の強化を行ってきている。具体的に



7 

 

は、児童福祉法（昭和 22年法律第 164号）等の改正による、市町村における「こども家庭

センター」設置の努力義務化や一時保護時の要件・手続きの整備等（2022年改正）、保育所

等の職員による虐待に関する通報義務等の創設（2025年改正）、民法等の改正による懲戒権

の規定の削除（2022 年）、児童相談所の体制強化を含む新たな児童虐待防止対策体制総合強

化プランの策定（2022 年）などが行われてきた。児童相談所における児童虐待相談対応件

数は 2019 年度の 193,780 件から 2024 年度には 223,691 件に増加したが、その背景として

は、社会の児童虐待防止に対する意識や感度が高まり、通告が増えていることなどがあると

考えられる。 

 

性的搾取等・性暴力については、行動計画に記載された「子供の性被害防止プラン」を改

定、強化する 「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」

の策定（2022 年）とその推進により、関係府省庁が連携し、総合的な対策を強化してきて

いるものの、児童買春事犯等の検挙件数は、2020年の 4,210件から 2024年の 4,850 件に増

加している。その間、いわゆる性交同意年齢を 16歳未満とする刑法の改正、性的な姿態を

撮影する行為や記録を提供する行為に係る罰則の整備も行われた（2023年）。さらに、教員

等によるこどもへの性暴力が後を絶たないことを受け、こども家庭庁を中心に関係省庁で

検討が進められ、学校設置者等に初犯・再犯防止対策を義務付ける「こども性暴力防止法」

が成立し（2024 年）、その施行に向けた準備が進められている。また、SNS等を通じたこど

もの性被害の低年齢化に対応し、教育・広報啓発、サイバーパトロール等を強化してきた。 

 

いじめに関しては、重大事態への対応における課題を踏まえ、「いじめの重大事態の調査

に関するガイドライン」の改訂を行った（2024年）ほか、ネットいじめへの対応の強化、こ

ども家庭庁発足以降は地方公共団体による取組手法の開発・実証やモデル事例の展開等も

行ってきた。さらに関係省庁が連携して取り組むため、文部科学省とこども家庭庁を共同議

長とする「いじめ防止対策に関する関係省庁連絡会議」を 2023 年から開催し、「いじめ防止

対策の更なる強化策」をとりまとめ（2024 年）、これに基づく施策を実施している。いじめ

の認知件数は、2019 年の 612,496 件から 2023 年の 732,568 件に増加したが、その背景に

は、積極的に認知した上で早期発見・対応を行うよう各学校に求めていることもあると考え

られる。 

 

学校における体罰については、周知、防止のための組織的対応、実態把握、厳正な処分等

を行ってきており、体罰を受けた児童生徒数は減少傾向にあり、2019 年の 1,244人から 2024

年の 744 人へと減少した。また、部活動については、2022 年に「学校部活動及び新たな地

域クラブ活動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定、2025 年にはそれを改定

する形で「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガイドライン」を策定

し、体罰の禁止を徹底してきた。家庭における体罰については、体罰禁止の法改正（2019年
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児童虐待防止法等の改正、2022 年民法等の改正）を受け、体罰等によらない子育てについ

て周知を行っている。スポーツにおける体罰については、前述の部活動改革に関するガイド

ラインが、部活動だけでなく新たなスポーツの場である地域クラブ活動においても、体罰・

ハラスメントの根絶を進めることを示したほか、改正スポーツ基本法（2025 年）において

も暴力の防止が規定された。 

 

このように、行動計画の下多くの進展が見られたところであるが、IV 各課題における現

状と行動計画の【現状】に記載のとおり、いまだ多くの課題が残っている。本行動計画改定

に当たっては、これまでの進展及び暴力の現状を踏まえ、関係府省庁間及び同ワーキング・

グループにおいて、優先して取り組むべき課題を検討した。その結果、これまでの取組にも

かかわらず引き続き日本のこどもが直面する課題となっている「虐待」、「性的搾取等・性暴

力」、「いじめ」、「体罰」を中心に行動計画を改定することとなった。 

 その際、「その他の分野」の下に記載していたスポーツにおける暴力については、体罰と

の関連性が高いことから「体罰」の項の下に位置付けることとした。また、インターネット

の利用はこどもにとって有益である半面、性暴力等の被害にもつながっている側面もある

ことから、「性的搾取等・性暴力」の項においてインターネットに関する小項目を設けた。

併せて「いじめ」の項においてはネットいじめについても記載した。 

 

本行動計画に記載の各取組を進めるにあたっては、それらの取組の前提となるこどもの

権利について、社会の理解が深まることが重要であることから、「こどものけんりプロジェ

クト」4の推進等を通じて、引き続き積極的にこどもの権利の普及啓発を行う。また、地域

のこどもたちの権利が守られるよう、地域のこどもオンブズパーソンの取組についても推

進していく。さらに、各取組を進めるにあたり、ジェンダーの視点も十分に考慮することと

する。 

 今後、本行動計画の４つの課題に含まれないものを含め、新たな暴力の課題が認識された

場合には、毎年のフォローアップの中で、適切にとりあげていくこととする。 

 

Ⅲ こどもの権利と意見反映 

１ こども参加の重要性  
 児童の権利条約第 12条は、児童の意見表明とその意見が十分に考慮されることについて

定めており、これは児童の権利条約のいわゆる４つの原則の一つである。意見の表明は、原

則の一つとして、暴力から守られる等のこどもの権利について考える際にも重要である。ま

た、SDGsにおいても、こども・若者が目標達成における「重要な主体」と位置付けられてい

る。 

 
4 こどもの権利の普及を目指し、こども家庭庁と日本ユニセフ協会が 2024 年から共催で進めているキャ

ンペーン。 
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日本では、国や自治体がこども施策に対するこども等の意見を反映することについて、こ

ども基本法において、初めて義務付けられた（同法第 11条）。同規定に基づき、こども家庭

庁は、国の政策の様々なテーマについて、あらかじめ登録されたこども・若者（2025 年３

月時点で約 4,500 人）から意見を聴くことのできる仕組みとして、2023 年に「こども若者

★いけんぷらす」を立ち上げた。 

この仕組みを活用して、こども家庭庁をはじめ各府省庁が対面・オンライン・アンケート

等の様々な方法でこども・若者から意見を聴き 5、こどもや若者に関わる制度や政策にこど

も・若者の意見を反映し、改善することにつなげている。 

 

２ こども若者★いけんぷらすの実施と結果 
（１）実施の概要 

今回の改定にあたっては、当事者であるこども・若者の意見を計画に反映させるため、前

述の「こども若者★いけんぷらす」を活用して、対面・アンケート形式でこども・若者から

意見を聴取した。 

 対面形式はこども家庭庁を会場として 10月 26日（日）に、アンケート形式は 10月 27日

（月）～11月 10日（月）の期間で実施し、前者は小学生から 20代までの 32名、後者は小

学生から 20 代までの 63名のこども・若者の参加・回答を得た。 

 対面形式においては、事前に参加者に対して「虐待」「性暴力」「いじめ」「体罰」の４つ

の項目から、関心があるテーマを選んでもらい、班分けをしたうえで、行動計画案の該当部

分を示しつつ、「行動計画の案についてどんなところをもっとよくすることができるか」、

「こどもに対する暴力をなくしていくために国として力を入れていくべきことは何か」と

いった内容について議論を実施した。 

 アンケート形式においては、「暴力について相談する際にどのような相談方法が良いか」、

「暴力をなくすための広報手段についてどのようなものが良いと思うか」といった質問に

選択式で回答してもらったうえで、「こどもへの暴力をなくすために大人に取り組んでほし

いこと」を自由記述で回答してもらう手法を採った。 

いずれの形式においても、以下（２）（３）で記載した内容以外にも多くのこども・若者

からの意見を聴取し、行動計画に反映したところであり、具体の内容は特設サイト 6に公表

するとともに、対面・アンケート併せて、令和７年度内をめどに、参加者に向けたフィード

バック資料を作成する予定としている。 

 

（２）結果の概要【対面】 
対面形式では「そもそも暴力とは何か」という問から始まり、「暴力をなくすためにどう

 
5 こどもへの暴力を扱ったいけんぷらすとしては、令和 5 年度の「いじめ・不登校」、令和 7 年度の「こ

どもの性被害防止」等が挙げられる。 
6 令和７年度の資料・フィードバック | こども若者★いけんぷらす 

https://ikenplus.cfa.go.jp/menus/vbgxq4nhxgmiw8hz/announcements
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すればよいか」、「計画案についてどんなところをよくすることができるか」といったことを

中心に、意見聴取を実施した。全８班、どの年代のグループからも、各人が選んだテーマに

対する、率直な問題意識・改善要望が出された。 

例えば、「教員や保育士等の免許を持つ職業については、資格取得前の段階から倫理教育

を実施することが重要であり、行動計画にも記載すべき」との趣旨の意見が出たことを踏ま

えて、行動計画 IVの性暴力部分に、関連する取組の追記を行った。 

他にも、いじめについて、「スクールカウンセラーを単に「配置する」との記載にとどま

らず、人数を増やしていくことや、被害者・加害者双方のケアに取り組んでいることを記載

してほしい」、「いじめを受けた生徒の学習支援、欠席の扱いや将来に向けての支援について 

記載してほしい」等多くの意見があったことを踏まえ、行動計画中の（１）いじめの未然防

止・早期発見・早期対応箇所をはじめ、本計画の内容について、こども・若者の意見を踏ま

えて様々な箇所を修正した。 

 

（３）結果の概要【アンケート】 
 アンケートの冒頭で、「暴力を受けたこと・見たことがある」と回答したこども・若者（全

回答者の 65％）に対して、具体的な内容を聞いたところ、以下の結果となった。多くのこ

ども・若者が暴力を身近に感じていることが推察される。  

 

・どのような暴力を受けたことがある・見たり 聞いたりしたことがありますか？ 

 

また、「こどもに対する暴力をなくすための計画にどのようなことが書かれているとよいと

思いますか」という問に対しては、以下のとおりの回答が得られた。 

 

・こどもに対する暴力をなくすための計画にどのようなことが書かれているとよいと 

思いますか？ 
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この結果から、教育機会の充実や暴力が許されないものであることの広報強化などとい

った大人側へのアプローチと、相談しやすい場の充実や被害者へのケアなどといったこど

も側へのアプローチの両方が重要であると考えていることがうかがえる。 

 また、望ましい相談方法としては、以下のとおり SNSが最も多い回答を得た。一方で、実

際に会って相談したいという回答も多かった。両者に共通して、秘密の厳守や匿名性を重要

視してほしいという意見が出た。 

 

・もしあなたが暴力について相談するとしたら、どのような相談方法が良いと思います 

か？ 

 

その他、自由記述の形で行動計画に盛り込んでほしい内容についても回答を募ったとこ

ろ、「加害者に対して再犯防止のためのケア・措置を充実させてほしい」旨の回答が複数み

られた。これを踏まえ、行動計画 IV の性暴力部分に、「再犯防止に向けた取組」の項目を新

たに設け、関係省庁の取組を記載した。 
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IV 各課題における現状と行動計画 

１ 虐待 
【現状】 
（１）児童虐待をめぐる現状 

児童虐待は、児童の人権を著しく侵害し、その心身の成長及び人格の形成に重大な影響を

与えるとともに、我が国の将来の世代の育成にも懸念を及ぼすものである。児童虐待に関す

る児童相談所での相談対応件数は、1990 年の集計開始以来増加傾向であり、2024 年度は

223,691 件となった｡また、2023年度に虐待により死亡した児童は年間 65人となっており、

依然として多くのこどもたちが虐待によって亡くなっている。 

 

・児童相談所における児童虐待相談対応件数 

資料：こども家庭庁 
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・児童虐待による死亡事例の推移（児童数） 

資料：こども家庭庁 

 

2024年中の児童虐待事案の検挙件数は 2,649件、検挙人員は 2,682人と、統計をとり始

めた 1999 年以降、過去最多となった。また、態様別検挙件数をみると、身体的虐待が全体

の約８割を占めている。 

 

・児童虐待事案の検挙件数 

     年次 

区分          
2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

 

検挙件数(件) 822 1,081 1,138 1,380 1,972 2,133 2,174 2,181 2,385 2,649 
 

 

  
身体的虐待 679 866 904 1,095 1,641 1,756 1,766 1,718 1,903 2,136 

 

   

  
性的虐待 117 162 169 226 246 299 339 365 372 431 

 

   

  
怠慢・拒否 8 22 21 24 35 32 21 29 45 28 

 

   

  
心理的虐待 18 31 44 35 50 46 48 69 65 54 

 

   

検挙人員(人) 849 1,113 1,176 1,419 2,024 2,182 2,199 2,222 2,419 2,682 
 

 
資料：警察庁 
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・児童虐待に係る人権相談 7及び人権侵犯事件 8の件数 

2024 年中に、法務省の人権擁護機関に寄せられた児童に対する暴行・虐待に係る人権相

談件数は 1,283 件、同機関が調査救済手続を開始した人権侵犯事件数は 219件であった。 

資料：法務省 

 

（２）これまでに講じた施策 
国では、児童の虐待防止及び児童虐待を受けた児童の保護を強力に推進しており、法改正

も含め、施策の不断の見直し、対策の強化を行ってきている。 

 

ア 児童福祉法等を改正（2022 年） 

 市町村業務として要保護児童等への包括的かつ計画的な支援の実施を追加、市町村にお

ける児童福祉及び母子保健に関し包括的な支援を行う 「こども家庭センター」の設置の努力

義務化、一時保護時の要件及び手続の整備、入所措置や一時保護の決定時における児童の意

見聴取等の手続の整備、児童自立生活援助の対象者の年齢制限の緩和等の措置を講じた

（2024 年４月施行等）。 

 

イ 民法等を改正（2022年） 

児童虐待を正当化する口実に利用されているとの指摘がされてきた民法（明治 29年法律

第 89号）の親権者の懲戒権を定める規定を削除するとともに、親権者が監護教育をする際

の行為規範として、子の人格を尊重する義務を課し、体罰その他の子の心身の健全な発達に

有害な影響を及ぼす言動を禁止する規定等を定めた。 

 

ウ 新たな児童虐待防止対策体制総合強化プランを策定（2022～24年） 

 児童相談所や市町村の体制強化を計画的に進めるとともに、児童虐待防止対策を更に進

めていくため、2022 年に新たな児童虐待防止対策体制総合強化プランを策定した（2024年

12 月改定）。同プランにおいては、2026 年度までに、2022 年の児童福祉法の改正で市町村

における設置が努力義務となったこども家庭センターを全国の市町村で設置することや、

児童福祉司を全国で 7,390人配置すること等を目標に掲げている。 

 
7 法務省の人権擁護機関で受け付けている人権に関する相談。 
8 法務省の人権擁護機関で扱う、人権が侵害された疑いのある事件。 

 年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

人権相談件

数(件) 

2,046 2,034 1,593 1,559 1,634 1,428 1,361 1,324 1,406 1,283 

人権侵犯事

件数(件) 

699 586 486 453 413 341 253 216 268 219 
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エ 都道府県社会的養育推進計画の策定要領（2024年） 

遅くとも 2029年度までに、全ての都道府県において、乳幼児 75％以上、学童期以降 50％

以上の里親等委託率 9となるよう、数値目標と達成期限を設定することを依頼している。国

としては、都道府県がその計画を着実に実行できるよう必要な支援策を講じるとともに、更

なる家庭養育優先原則の徹底を図るべく、里親等委託率の引き上げの進捗と里親に委託す

るこどもの状況について丁寧にフォロー・評価し、支援の在り方や進め方について検証して

いく。 

 

オ 児童福祉法及び児童虐待の防止等に関する法律等の改正（2025年） 

2025 年、虐待を受けた児童等への対応の強化を図るため、児童福祉法及び児童虐待の防

止法等に関する法律（平成 12年法律第 82号）等の一部を改正し、保育所等の職員による虐

待に関する通報義務等の創設、一時保護委託の登録制度の創設及び児童虐待を行った疑い

のある保護者に対する一時保護中の児童との面会通信制限等に関する規定の整備等を行っ

た。これを踏まえて、「保育所や幼稚園等における虐待の防止及び発生時の対応等に関する

ガイドライン」（2025年８月改訂）において、虐待に該当する事案の考え方を明確化すると

ともに、虐待等の防止及び発生時の対応に関し、保育所等や自治体に求められる事項等を整

理・周知した。 

 

【行動計画】 
虐待への予防的な対応から子育てに困難を抱える家庭まで、切れ目なく、漏れなく対応す

ると同時に、虐待を受けたこどもの命を守り、適切な支援を行うために関係機関と連携する

観点から、我が国は以下の具体的な施策を着実に実施していくとともに、地方公共団体や学

校等の関係者に対する周知を行っていく。 

 

（１）児童虐待の発生予防、早期発見 
（妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援） 

虐待予防の観点からは、孤立しがちな子育て家庭を早期に発見し、支援につなげる必要が

あるため、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援を行っていく。 

2022年の児童福祉法の改正（以下「2022 年改正児童福祉法」という。）により設置が市町

村の努力義務となったこども家庭センターが中心となって、切れ目のない支援を行ってい

る。 

また、気軽に相談できる子育て世帯の身近な相談機関の整備、育児・家事ヘルパーや親子

関係づくりの支援、居場所での生活習慣の形成や食事の提供等を行う支援等の様々な家庭

 
9 乳児院若しくは児童養護施設に入所措置されているこども又は里親若しくはファミリーホームに委託さ

れているこどもの合計数に占める里親又はファミリーホームに委託されているこども数の割合をいう。 
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支援事業を市町村が実施している。 

こども家庭センターは、妊産婦や子育て家庭の困難を早期に把握し、医療機関や学校、保

育所など地域の関係機関、様々な民間団体と協働して包括的・継続的な支援を進めることを

期待されている。具体的には、妊婦や産婦の健康診査、乳幼児健康診査や生後４ヶ月までの

乳児のいる全ての家庭を訪問する乳児家庭全戸訪問事業等を通じて、子育てに関する情報

の提供や乳幼児及びその保護者の心身の状況及び養育環境の把握等を行い、必要な場合に

は、こどもが通う保育所や学校などの関係機関と情報共有や協議を行いながら支援を進め

ている。また、2022 年児童福祉法改正により、各家庭の課題やニーズに応じた家族中心の

相談や支援を行うために、支援の目標や内容を対象者と話し合う「サポートプラン」の作成

を市町村の業務とした。妊産婦や子育て家庭が置かれた状況に応じて必要な相談や支援を

対象者とともに考えることにより、深刻な状況に陥る前の早い段階から、各家庭が主体的に

支援に繋がることを目指している。 

今後も、こども家庭センターの体制整備や運営の支援、業務の指針や他の自治体の取組事

例の情報発信などに引き続き取り組んでいく。 

 

（児童虐待の早期発見） 

児童福祉法等において、保護者に監護させることが不適当であると認める児童を発見し

た者は、都道府県や児童相談所等へ通告しなければならず、特に、学校の教職員、医師 ・看

護師その他児童の福祉に職務上関係のある者については、早期発見に努めることとされて

いる。 

また、児童虐待に対応する相談・通告窓口としては、最寄りの児童相談所に 24 時間・365

日つながる「児童相談所虐待対応ダイヤル 189」を整備し、周知している。 

さらに、毎年 11 月を「秋のこどもまんなか月間」と位置づけ、オレンジリボン・児童虐

待防止推進キャンペーンなど児童虐待問題に対する集中的な広報・啓発活動を実施してい

る。今後もこうした取組を進めていく。 

また、法務省の人権擁護機関では、専用相談電話「こどもの人権 110 番（フリーダイヤ

ル）」を設置しているほか、「こどもの人権 SOS ミニレター」（便箋兼封筒）を全国の小・中

学校や児童相談所等に配布するとともに、チャット人権相談（LINE じんけん相談、こども

の人権 SOSチャット）、インターネットによる人権相談「こどもの人権 SOS-eメール」を実

施するなど、こどもが相談しやすいよう様々な手段を用意しており、学校や公的機関などで

周知用のポスターを掲示するなどして、相談窓口の周知・広報を行っている。このような相

談等を通じて児童虐待事案等のこどもの人権侵害情報を認知した場合は、事案に応じて、児

童相談所などと連携し、こどもを一時保護につなげるなど適切な対応をとり、被害を受けた

こどもの救済に努めている。 
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（２）児童虐待発見時の対応 
通告を受けた都道府県知事や児童相談所長等は、こどもの安全の迅速な確保、適切な保護

を行い、こどもの状況、置かれている環境などの状況を把握するために一時保護を行うこと

ができる。一時保護については、2022 年児童福祉法改正により、一時保護時の司法審査を

導入し、一時保護の適正性の確保や手続の透明性の確保が図られた。 

  

（３）児童虐待を受けた児童の保護、家族再統合支援及び自立支援 
日本においては、保護者による児童虐待等の対応として、都道府県等により、児童の里親

等への委託又は児童福祉施設への入所を行う場合があるが、親元で暮らせないこども達も、

できる限り家庭と同様の環境で育つことが出来るようにすることは重要であり、「家庭養育

優先の原則」の理念に基づき、里親等への委託や特別養子縁組等を進めている。なお、里親

に対しては、都道府県等が、相談や情報提供等の支援を行っている。 

また、家庭養育に対する拒否感が強いなどの理由により、施設養育が必要とされるこども

に対してもできる限り良好な家庭的環境で養育されるよう支援するとともに、ケアニーズ

の非常に高いこども等、生活単位が集合する場合においても、十分なケアが可能となるよう、

できるだけ少人数の生活単位で養育されるよう支援している。 

なお、里親や施設等に措置されたこども等（以下「被措置児童等」という。）に対する当

該里親や施設職員等による虐待は、「被措置児童等虐待」として禁止されており、また、里

親や施設等に対しては、児童間の暴力（性的暴力を含む。）について防止する取組を求めて

いる。 

里親や施設等に措置されていたこども等（以下「措置解除者等」という。）に対しては、

2022年児童福祉法改正において、措置解除者等に日常生活上の援助や就業支援等を行う「児

童自立生活援助事業」について、年齢要件等の弾力化を行うとともに、措置解除者等や虐待

経験がありながらもこれまで公的支援につながらなかった者等の孤立を防ぎ、必要な支援

につなぐため、相互交流の場所を開設し、必要な情報提供等を行う「社会的養護自立支援拠

点事業」を創設した。今後もこうした取組を進めていく。  

また、再発防止のために、児童虐待を行った者を含む暴力事犯者に対し、刑事施設及び 

保護観察所においては、認知行動療法の手法を取り入れた暴力を防止するためのプログラ

ムを実施している。 

 

（４）体制強化を含む対策 
我が国においては、児童相談所や市町村等における児童虐待防止対策の体制強化に取り

組んでおり、引き続き体制の強化を図っていく。 

 

（児童相談所や市町村における児童虐待対応に係る体制の強化） 

児童相談所や市町村の体制強化を計画的に進めることを目的として、2022年 12月に「新
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たな児童虐待防止対策体制総合強化プラン（2024年 12月再改定。）を策定した。 

具体的には、児童相談所の体制強化として、児童虐待発生時の迅速・的確な対応を確保す

るとともに、市町村の相談支援体制の強化を図るために 2026 年度までに児童相談所におけ

る児童福祉司を全国で 7,390人配置すること等を目標に掲げている。 

また、住民に身近な存在として、妊産婦･子育て家庭との接点や子育て支援事業等のサー

ビス、関係機関との連携機会を多く有する市町村においてポピュレーションアプローチを

含む包括的な支援を推進することも重要である。市町村の体制強化として、2022 年の児童

福祉法改正により創設されたこども家庭センターについて、2026 年度までに全市町村が設

置し、全ての妊産婦、子育て世帯、こどもへの包括的な相談支援を行う体制を整備できるよ

う、設置・運営の財政措置や、都道府県との協働による人材育成、業務や事業の充実に必要

な様々な情報の発信など、こども家庭センターの設置と機能強化の推進に取り組むことと

している。 

その他の内容も含め、新たな児童虐待防止対策体制総合強化プランに基づき、児童相談所

や市町村における児童虐待対応に係る体制の強化に取り組んでいくとともに、必要に応じ

て、同プランの見直しを行っていく。 

 

・児童福祉司の配置人数の推移 

 

資料：こども家庭庁 

 

・こども家庭センターの設置状況の推移 

 2024年 5月 2024年 10月 2025年 5月 

設置自治体数（か所） 876 917 1,240 

設置自治体割合 50.3% 52.7% 71.2% 
資料：こども家庭庁 
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（一時保護施設におけるこどもの支援・保護に係る体制の強化） 

 児童虐待を受けた児童は、児童相談所によって一時保護され、一時保護施設等で生活する

場合もある。一時保護施設は、虐待等で身体的、精神的に傷つき、特に不安や緊張が高い状

態にあるこどもたちがその安全が確保されるまでの間、短期的に入所する場所であり、こど

も一人一人の状況に応じた心理的ケアも含め、安心して生活できる環境を早急に整備して

いくことが必要である。 

2022 年児童福祉法改正により、一時保護施設における最低限の人員配置やこどもの権利

擁護、個別ケアの推進等について示した一時保護施設の設備及び運営に関する基準を定め

た。同基準に基づき、一時保護施設におけるこどもの支援・保護に係る体制の強化を図って

いく。 

 

（５）関係機関との連携及び関係機関の取組 
児童の虐待防止は多岐にわたる関係者との協力が必要であり、国においては、以下のとお

り、関係機関が連携して取り組んでおり、今後も緊密な連携を図っていく。 

 

ア 虐待を受けたと思われる児童を発見した際の関係機関による児童相談所への確実な通

告の実施、通告に際しての事前照会の徹底等、関係機関と児童相談所等との情報共有を図

るとともに、必要に応じて関係機関に対し地域の要保護児童対策地域協議会への参加を

促すなど、児童の生命・身体の保護のための措置を積極的に講じている。 

 

イ 学校における児童虐待への対応に当たっては、児童相談所や警察等の関係機関と連携

して対応することが重要であり、関係機関の役割などを示した「学校・教育委員会等向け

虐待対応の手引き（2020年６月改訂）」の活用を教員や教育委員会担当者等に促している。 

 

ウ 日本司法支援センター（法テラス）では、ＤＶ及び児童虐待等の被害を受けている方（被

害を受けるおそれのある方を含む。）を対象に、「ＤＶ等被害者法律相談援助」等を実施し

ている。 

 

エ 2022 年９月の関係閣僚会議決定等において、児童相談所や市町村からの照会及び援助

要請等への適切な対応や情報共有等の連携の強化、各種研修等を通じた対応力の強化等

が示されており、これらの決定も踏まえ、関係機関との連携を強化し、こどもの安全確保

を最優先とした取組を推進している。 

 

オ こどもの負担軽減を図りつつ、児童虐待に適切に対処し、こどもの二次被害を防止する

ため、児童相談所、警察及び検察庁の間で情報共有を行うとともに、協同面接（代表者聴

取）を適切に実施している。法務省及びこども家庭庁は、警察庁等関係機関と認識を共有
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し、被害者となったこどもから最初に話を聞くこととなる可能性の高い教育機関等に対

し、被聴取者の記憶の汚染 10を防止する必要性の周知を推進している。 

 

２ 性的搾取等・性暴力 
【現状】 
（１）性的搾取等・性暴力をめぐる現状 

児童買春事犯等の検挙件数は、不同意性交等及び不同意わいせつが増加傾向にあり、

２年連続増加した結果、令和 6年は合計で過去 10年で最多となった。 

 

・児童買春事犯等の検挙件数 11 

 

資料：警察庁 

 

また、児童ポルノ事犯については、検挙件数・検挙人員・被害児童数ともに２年連

続減少したが、令和６年においても 1,200 人を超える児童が被害に遭っている。加え

て、令和５年には、性的な姿態を撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的

な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等に関する法律（令和５年法律第 67号）が施行

され、同法でも撮影に関する児童の被害が計上されていることから、同法及び児童ポ

 
10「記憶の汚染」とは、児童虐待の被害児童等に、何度も話を聴いたり、誘導的な質問をしたりすること

で、周りからの質問や事後に得た情報を自分の考えや経験と思いこんだり、体験のない被害を実際に体験

したと思い込んだりして、記憶が変わってしまうこと。記憶能力が発達段階にある幼少期等において生じ

やすい。 
11 不同意わいせつ及び不同意性交等は、令和５年７月 12 日以前は強制わいせつ及び強制性交等であり、単

純に令和５年以前とその件数を比較できない。 
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ルノ事犯、両罪の被害状況を注視する必要がある。 

 

・児童ポルノ事犯検挙件数・検挙人員・被害児童数 

 

 

資料：警察庁 

 

・R6 被害児童数（1,265人）被害態様別内訳 12 

 
資料：警察庁 

 

（教員・保育従事者等によるこどもへの性暴力の現状） 

令和６年度に、児童生徒等（学校に在籍する幼児、児童若しくは生徒、又はそれ以外で

18歳未満の者をいう）に対する児童生徒性暴力等（教育職員等による児童生徒性暴力等の

 
12「児童が自らを撮影した画像に伴う被害」は、だまされたり、脅されたりして児童が自分の裸体を撮

影させられた上、メール等で送らされる形態の被害。「みだらな性行為等」は、青少年保護育成条例に

規定する罪。 
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防止に関する法律第２条第３項に該当する行為）による懲戒処分を受けた教員は 134人で

あった。（令和６年度公立学校教職員の人事行政状況調査より） 

（SNSに起因する被害の現状） 

また、多くのこどもが SNSを通じて犯罪の被害に遭っている。SNSに起因する事犯の被

害を受けた児童数は、罪種別では、青少年保護育成条例違反が減少傾向にある一方、重要

犯罪等が増加傾向にある。 

 

・SNS13に起因する事犯 14の罪種別 15の被害児童数の推移 

 

 

※不同意わいせつ及び不同意性交等は、令和５年７月 12 日以前は強制わいせつ及び強制性交等であ

り、単純に令和５年以前とその人数を比較できない。 

資料：警察庁 

 

また、SNSに起因する事犯の被害を受けた児童数は、令和元年から５年連続減少してい

るものの、依然として高い水準で推移しており、学職別では、令和６年における被害を受

けた小学生の被害児童数は、平成 27年に比べて３倍以上に増加している。 

 

 
13 本統計では、通信（オンライン）ゲームを含み、届出のある出会い系サイトを除いたもの。 
14 SNS を通じて面識のない被疑者と被害を受けた児童が知り合い、交際や知人関係等に発展する前に被害

にあった事犯 
15 児童福祉法違反、児童買春・児童ポルノ禁止法違反、青少年保護育成条例違反、重要犯罪等（殺人、強

盗、放火、不同意性交等、略取誘拐、人身売買、不同意わいせつ、逮捕監禁）、面会要求等及び性的姿態

撮影等、処罰法第２条から第６条に規定する罪（面会要求等及び性的姿態撮影等処罰法違反は令和５年か

ら追加） 
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・SNS16に起因する事犯 17の学職別被害児童数の推移 

 

 

資料：警察庁 

 

・性的搾取に係る人権相談 18及び人権侵犯事件 19の件数 20 

2024年中に、法務省の人権擁護機関に寄せられた性的搾取に係る人権相談件数は 19

件、同機関が調査救済手続を開始した人権侵犯事件数は 3件であった。 

 年 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

人権相談件数（件） 4 21 19 16 20 19 25 33 19 

人権侵犯事件数（件） 1 3 1 6 8 2 11 5 3 

資料：法務省 

 

（２）これまでに講じた施策 
ア 令和４年５月、内閣総理大臣を長とした犯罪対策閣僚会議において、以降５年間を目

途に現行法を前提として取り組むべき施策を取りまとめた「子供の性被害防止プラン

（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」を策定した。また、令和 6年 4月に

は、こども家庭庁と内閣府で開催した合同会議 21で、「こども性暴力防止に向けた総合的

な対策」として、関係府省庁で連携して取り組むべき総合的な対策を整理した。 

 

イ 令和３年に成立した教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令和

 
16グラフ「SNS に起因する事犯の罪種別の被害児童数の推移」の注釈の内容と同様。 
17グラフ「SNS に起因する事犯の罪種別の被害児童数の推移」の注釈の内容と同様。 
18脚注７参照。 
19脚注８参照 
20児童買春・児童ポルノの合計件数 
21こどもの性的搾取等に係る対策に関する関係府省連絡会議（第 15 回）及び性犯罪・性暴力対策強化のた

めの関係府省会議（第５回） 
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3年法律第 57号）が令和４年４月に施行したほか、令和４年に児童福祉法改正により、

児童生徒性暴力等を行った保育士の登録取消しや再登録の制限などに関する規定を整備

し、資格管理の厳格化を行った。令和６年６月に学校設置者等及び民間保育等事業者に

よる児童対象性暴力等の防止等のための措置に関する法律（こども性暴力防止法）（令

和６年法律第 69 号）が成立した。 

 

ウ 福祉犯 22の取締り、被害を受けた児童の発見・保護、インターネット上の違法情報・

有害情報の把握等をはじめ、少年を取り巻く有害環境対策を推進してきた。特に児童買

春、児童ポルノの製造等のこどもの性被害に係る対策については、「子供の性被害防止

プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」に基づき、関係機関・団体等

と連携した取組を推進してきた。 

 

エ 令和５年に、強制性交等罪等を不同意性交等罪とし、いわゆる性交同意年齢を 16歳

未満とする刑法（明治 40年法律第 45号）の改正を行った。また、同年、性的な姿態を

撮影する行為等の処罰及び押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消

去等に関する法律が成立し、性的な姿態を撮影する行為等による被害の発生及び拡大を

防止するため、性的な姿態を撮影する行為やこれにより生成された記録を提供する行為

等に係る罰則を整備するとともに、性的な姿態を撮影する行為により生じた物を複写し

た物等の没収や、押収物に記録された性的な姿態の影像に係る電磁的記録の消去等の措

置を講じることが可能となった。 

 

オ 令和３年に「若年層の性暴力被害予防月間」を開始し、毎年４月、「相手の同意のな

い性的な行為は性暴力」であることや、相談支援体制等の周知・啓発を行っている。 

 

カ 性的虐待を含む虐待を受けた児童等への対応の強化を図るため、2025年に児童福祉法

等の一部を改正し、保育所等の職員による虐待に関する通報義務等を創設した。 

 

キ 令和６年 11 月に有識者と関係省庁で構成されたワーキング・グループを設置し、令

和７年８月、生成 AI 技術を悪用した児童の性的ディープフェイクやインターネット上

の性被害に係るものも含め、インターネット利用を巡る青少年の保護の在り方に関する

課題と論点の取りまとめを行った。 

 

 
22 少年の心身に有害な影響を与え、少年の福祉を害する犯罪をいう。例えば、児童買春・児童ポルノ禁止

法違反、児童福祉法違反（児童に淫行をさせる行為等）、労働基準法違反（年少者の危険有害業務等）等

が挙げられる。 
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【行動計画】 
（１）こども性暴力防止法の施行準備と着実な実施 

令和６年６月に成立した、学校設置者等及び民間保育等事業者による児童対象性暴力

等の防止等のための措置に関する法律（こども性暴力防止法）（令和６年法律第 69号）

の着実な施行に向けて取り組む。同法の施行後は、学校、児童福祉施設等、同法に定め

る措置を義務として実施すべき事業者や、学習塾、放課後児童クラブ、認可外保育施設

等、国の認定を受けて本法に定める措置を実施する事業者に対して、その従事者による

こどもへの性暴力等を防止するための措置が義務付けられる。主な内容としては、初犯

防止対策として、面談・相談・研修といった日ごろからの安全確保措置や、再犯防止対

策として、従事者の性犯罪前科の確認を行い、従事者による児童対象性暴力等が行われ

る「おそれ」ありと認められる場合には、児童対象性暴力等の防止のための措置（教

育・保育等の業務に従事させないなど）をとることが求められる。 

令和８年 1月には制度の詳細となるガイドラインを策定したところであり、令和８年

12月 25日の施行に向けて、制度の対象となる事業者・従事者や、保護者、こどもを始

めとする国民全体に対する周知等、必要な準備を着実に進めていく。 

 

（２）性的搾取等・性暴力の予防 
「子供の性被害防止プラン（児童の性的搾取等に係る対策の基本計画）2022」の進捗状

況について毎年フォローアップを実施しつつ、対策を強力に推進していく。また、「こど

も性暴力防止に向けた総合的な対策」としてとりまとめられた取組についても、関係府省

庁で連携して推進していく。 

 

（こども及び保護者向けの啓発の取組） 

性的搾取等・性暴力からこどもを守るために、こどもたち自身への啓発に取り組む。 

 

ア こどもたちを性犯罪・性暴力の加害者・被害者・傍観者にさせないための「生命（い

のち）の安全教育」を引き続き全国の学校で推進していく。教材・指導の手引きの他、

動画教材や一般向け啓発資料を作成、全国フォーラムの開催、教育委員会等への委託に

よる実践モデル事業等の実施等を通じて、全国に「生命（いのち）の安全教育」を普

及・展開する取組を進めていく。また、令和７年度から、性犯罪・性暴力の被害者のた

めの相談窓口であるワンストップ支援センターを委託対象に追加するなど、取組の充実

を図っていく。さらに、こどもたちを性犯罪・性暴力から守るためには、こどもたちに

とって身近な存在である教員の理解促進が重要であることから、教員の指導・啓発の参

考となるよう指導例動画の作成を行うとともに、全国の教育委員会等に周知し活用を促

していく。 
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イ 小学生・未就学児やその保護者等に対し、「生命（いのち）の安全教育」を活用する

などしてプライベートゾーン等の啓発を行うよう、全国の自治体に対して引き続き周知

していく。 

 

（社会に向けた広報・啓発活動） 

ア 様々な啓発素材を作成・活用して、広く社会に向けた広報・啓発活動にも引き続き取り

組んでいく。「相手の同意のない性的な行為は性暴力」であることや、誰もが加害者にも、

被害者にも、傍観者にもならないよう社会全体で取り組む必要があることなどについて、

特に若者を対象とする「若年層の性暴力被害予防月間」（毎年４月）等を通じて、地方公

共団体、学校、関係機関等との連携の下で周知・啓発を行う。 

 

イ 児童買春事犯・児童ポルノ事犯の被害状況の分析結果を踏まえ、警察庁等のウェブサ

イト・SNS、政府広報等により、児童買春・児童ポルノはこどもに対する重大な人権侵

害であることを周知しつつ、被害防止に向けた広報・啓発活動を推進していく。 

 

・広報・啓発リーフレット 

 

資料：警察庁 

 

ウ 令和５年に、いわゆる性交同意年齢の引き上げなどを内容とする刑法の改正等を行っ

ているところ、引き続き、法務省ホームページや各種公刊物への改正刑法等の趣旨・内

容の掲載等により、その周知・広報を推進する。 

 

エ 非同棲交際相手への暴力（いわゆるデートＤＶ）は、重大な人権侵害であり、許され

ない行為であることを踏まえ、被害者に寄り添った対応を行い、暴行、傷害、脅迫、住

居侵入、器物損壊、ストーカー行為等刑罰法令に触れる行為を行った場合には、各種法

令を適用した措置を厳正に講ずるとともに、被害者に対する相談支援の拡充及び相談先

の周知、必要な一時保護の適切な実施並びに若年層に対する教育及び広報啓発を推進す

る。 
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（教育・保育等を提供する場における性被害防止の取組） 

ア 令和４年４月１日より教育職員等による児童生徒性暴力等の防止等に関する法律（令

和３年法律第 57 号）が施行され、教育職員等による児童生徒性暴力等を根絶するとい

う同法の基本理念に基づき、教育職員等による児童生徒性暴力等は全て法律違反とされ

た。同法及び同法に基づく基本方針を踏まえ、教育職員等による児童生徒性暴力等の根

絶に向け、教育職員等による児童生徒性暴力等の防止・早期発見・対処に関して総合的

に施策を実施していく。国においては、児童生徒性暴力等に関する基礎的な知識や早期

発見・迅速かつ適切な初動対応におけるポイントについて、専門家の知見も生かして整

理した研修教材を作成・公表しているところであり、これらの周知等を含め、必要な取

組を引き続き進めていく。 

 

イ 教員の養成課程の取組について、教員の養成課程を有する大学は、教育職員等による

児童生徒性暴力等の防止等に関する法律において、「当該教育職員の養成課程を履修す

る学生が児童生徒性暴力等の防止等に関する理解を深めるための措置その他必要な措置

を講ずるものとする。」とされており、養成課程の内外において様々な取組を行ってい

る。国においても、関連する動画や ICT教材を開発し、大学に提供しており、引き続

き、各大学において、教員を目指す学生に対して、児童生徒性暴力等の防止に関する教

育が着実になされるよう、大学の取組を推進する。 

 

ウ 保育士資格については、資格管理の厳格化を行った令和４年の児童福祉法改正に基づ

き、児童生徒性暴力等を行った保育士の登録取消しや再登録の制限などを引き続き実施

していく。また、指定保育士養成施設においては、「保育士による児童生徒性暴力等の

防止等に関する基本的な指針」に基づき、保育士養成課程を履修する学生に対する、保

育実習の事前指導の授業等における児童生徒性暴力の防止等に関する理解を深めるため

の取組を推進している。国においても関連する研修動画や教材を作成しており、引き続

き、各指定保育士養成施設において、保育士養成課程を履修する学生に対し、児童生徒

性暴力等の防止に関する教育が着実になされるよう、指定保育士養成施設の取組を推進

する。 

 

（こどもの性的搾取等事犯に対する取締りの強化・厳正な対処等） 

ア 時代とともにこどもの福祉を害する犯罪に係る被害の形態等が変遷していることを踏

まえ、加害者に対する恋愛感情に付け込んだ事案や、親族関係、雇用関係、師弟関係等

を背景とした加害者の被害者に対する強い影響力を利用した事犯などについて、その早

期発見と被疑者の迅速な検挙に努め、被害に遭ったこどもの保護を図るとともに、低年

齢児童ポルノ愛好者グループによる事犯、児童ポルノ販売グループ等による事犯、背後
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に児童虐待等が潜在している事犯、ファイル共有ソフト利用事犯等の悪質な児童ポルノ

事犯の検挙の徹底を図る。 

 

イ こどもや男性といった多様な被害者を含む性犯罪被害者への適切な対応を行えるよ

う、警察官等に対する各種研修について、こどもの心理の専門家等や男性が被害者とな

る事件の捜査・支援の経験を有する職員による講義の拡充、こどもの頃に被害を受けた

当事者や男性被害者の声を反映させること等を通じ、その内容を拡充する。 

  また、警察においては、被害者等からの事情聴取に際し、応接セットを備えた相談室

等を活用するなど、被害者等が安心して事情聴取に応じられる環境づくりも行ってい

る。 

 

ウ 日本人が国外において行う児童買春や児童ポルノ等の児童の性的搾取等事犯や、海外

からの通報を端緒として把握した日本国内における当該事犯に関して、外国捜査機関と

連携した積極的な取締りを推進する。 

 

エ 検察当局において、こどもや若者に対する性犯罪に対して、改正後の刑法等の関係法

令の内容及び趣旨 を踏まえ、法と証拠に基づき厳正に対処する。 

 

（再犯防止に向けた取組） 

ア 刑事施設及び少年院において、認知行動療法の手法を取り入れた性犯罪再犯防止指導

等を実施する。また、保護観察所において、認知行動療法の手法を用いた性犯罪再犯防

止プログラムをグループワーク又は個別により実施する。 

 

イ 16歳未満のこどもを対象とした不同意わいせつ等の暴力的性犯罪により服役した者に

ついて、法務省から出所情報の提供を受け、都道府県警察において、その所在確認を実

施しているほか、必要に応じて当該出所者の同意を得て面談を行うなど、再犯防止に向

けた措置を講じる。 

 

ウ 地方公共団体等が性犯罪をした者を支援するためのツールである「性犯罪の再犯防止

に向けた地域ガイドライン」の活用が図られるよう地方公共団体に働き掛けるなどし

て、国と地方公共団体とが連携した性犯罪者の再犯防止対策を推進する。 

 

（３）相談体制の構築及び被害者支援 
（ワンストップ支援センターの取組：相談・支援の強化） 

ワンストップ支援センターでは、被害に遭った一人ひとりの児童の置かれた状況に対応

して、医療的支援、法的支援、心理的支援、同行支援等を総合的に提供し、必要に応じて
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専門機関等による支援につなぐ。そのため、日頃から警察、児童相談所、教育委員会等の

地域における関係機関とワンストップ支援センターとのネットワークの構築に係る各都道

府県等の主体的な取組を推進する。 

 

（児童相談所等における支援） 

ア 児童相談所において、性的虐待や児童ポルノの被害等により心身に有害な影響を受け

た児童に関する相談を受けた場合には、安全確保を必要とする場合の一時保護、専門的

な医療的ケアのための医療機関の受診に関する援助、児童心理司によるカウンセリン

グ、自宅に帰ることが困難な児童等に対する児童福祉施設への入所措置等を行うほか、

被害の状況を確認し、警察への通報を実施する。 

 

イ 市町村において、要保護児童対策地域協議会を活用して、児童相談所等関係機関と十

分な連携及び情報共有を図り、身近な場所において、性的虐待を含む児童虐待を受けた

児童に関する相談に応じ、必要な支援を実施する。 

 

ウ 児童養護施設、乳児院、児童心理治療施設、児童自立支援施設、母子生活支援施設、

児童家庭支援センター及び里親支援センターにおいて、性的虐待、児童ポルノの被害等

により心身に有害な影響を受けた児童等に対し、児童相談所や市町村等の関係機関と連

携して相談支援を行うとともに、担当職員を配置して心理療法を実施する。 

 

（学校等における支援の充実） 

様々な課題を抱える児童生徒に対し、教師と心理の専門家であるスクールカウンセラー

や、福祉の専門家であるスクールソーシャルワーカーとが、「チーム学校」として連携・

協働して支援するなど、性犯罪・性暴力等の被害に遭った児童生徒が相談しやすい体制を

整備し、必要に応じて関係機関等と連携して支援を行う。 

 

（警察における相談環境の整備） 

児童やその保護者等が相談しやすいように、都道府県警察の少年相談窓口（ヤングテレ

ホンコーナー等）において、フリーダイヤルの導入や、電子メール等による夜間・休日に

おける相談受付等を引き続き進めていく。また、警察庁ウェブサイト上で相談内容に応じ

た窓口を案内する「ぴったり相談窓口」や、都道府県警察の性犯罪被害相談電話につなが

る全国共通番号「#8103（ハートさん）」等について、引き続き児童等にもわかりやすく周

知を図っていく。 

 

（被害者への法的支援の充実） 

日本司法支援センター（法テラス）において、被害者等からの問合せに対し、相談窓口
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の案内や被害者支援に携わる弁護士の紹介等を行う。また、刑法における性犯罪などの犯

罪行為によって被害を受けた被害者等に対しては、犯罪被害者等支援弁護士制度により、

被害届の作成・提出や加害者との示談交渉など、早期の段階から弁護士による包括的・継

続的な援助を行う。 

 

（４）性的搾取等・性暴力とインターネット 
インターネットの利用に伴うこどもの性犯罪・性暴力の被害をなくしていくため、以下

の取組を行う。 

 

ア インターネットの利用に伴う性犯罪・性暴力の被害者にも加害者にもならないように

するという観点から、関係機関・団体等と連携して、安全・安心な利用のための広報啓

発を行うとともに、ＩＣＴリテラシーやメディア・リテラシーの向上のための取組を推

進する。特に、自画撮り被害（だまされたり、脅かされたりして若年層・児童生徒等が

自分の裸体等を撮影し、メール等で送らされる形態の被害をいう。）を防止するため若

年層、児童生徒等や保護者に対する教育・啓発等の包括的な対策を総合的に推進する。  

 

イ 文部科学省と警察庁が共同で、こどもの犯罪被害防止対策を周知するため、具体的な

犯罪被害事例や犯罪手口を盛り込んだリーフレット等を作成し、広報啓発活動を推進す

る。 

 

ウ サイバーパトロールやインターネット・ホットラインセンター、匿名通報事業等に寄

せられた通報を通じて児童ポルノ画像等の違法情報等の把握に努め、把握した違法情報

等については、警察又はインターネット・ホットラインセンターからサイト管理者等に

対して削除依頼を実施する。また、インターネット・サービス・プロバイダによるブロ

ッキング等の自主的な取組を引き続き支援し、児童ポルノ画像の閲覧防止対策を推進す

る。 

 

エ SNSに起因する事犯を防止するため、こどもの性被害等につながるおそれのある不適

切な書き込みをサイバーパトロールにより発見し、注意喚起・警告のためのメッセージ

を投稿する取組を引き続き推進するとともに、効果的な手法の導入を検討する。 ま

た、オンラインゲームに起因する性被害等の被害児童数が高い水準で推移していること

から、オンラインゲームのリスクについて、各種リーフレット等を用いて、広報啓発活

動を推進する。 

 

オ インターネットの利用を巡る青少年の保護の在り方に関し、2025 年９月に策定された

政府の工程表に沿って、引き続き、関係府省庁が連携して取組や検討を進めていく。 
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３ いじめ 
【現状】 
（１）いじめをめぐる現状  
（暴力行為、いじめ等の児童生徒の問題行動等についての状況） 

いじめは、いじめを受けた児童等の教育を受ける権利を著しく侵害し、その心身の健全な

成長及び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を

生じさせるおそれがある。 

文部科学省が行った 2024年度「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関

する調査」の結果では、暴力行為の発生件数は 128,859件となり、過去最多となった。また、

学校におけるいじめの認知件数は 769,022 件で過去最多となった。認知件数増加の背景に

は、いじめの早期発見・早期対応に向けた取組を重視し、いじめを積極的に認知した上で、

解消に向けた取組を進めるよう各学校に求めていることもあると考えられる。 

いじめの認知件数のうち、パソコンや携帯電話等を使ったいわゆる「ネットいじめ」の認

知件数は 27,365件であり、年々増加傾向にあるなど、重要な課題である。 

また、いじめの重大事態 23の発生件数が 1,404件と過去最多となっており、極めて憂慮す

べき状況が継続している。 

・いじめの認知件数 

資料：文部科学省 

 
23 学校の設置者又はその設置する学校が、 

・学校の設置者又はその設置する学校がいじめにより当該学校に在籍する児童等の生命、心身又は財

産に重大な被害が生じた疑いがあると認めるとき（１号重大事態） 

・学校の設置者又はその設置する学校がいじめにより当該学校に在籍する児童等が相当の期間学校を

欠席することを余儀なくされている疑いがあると認めるとき（２号重大事態） 

に該当する事態である。 
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・いじめの重大事態の発生件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：文部科学省 

 

・いじめに係る人権相談 24及び人権侵犯事件 25の件数 

2024 年中に、法務省の人権擁護機関に寄せられた学校におけるいじめに係る人権相談件 

数は 6,944件、同機関が調査救済手続を開始した人権侵犯事件数は 1,202件であった。 

年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

人権相談件

数（件） 
12,268 11,184 10,559 10,147 10,498 5,568 6,539 5,885 6,878 6,944 

人権侵犯事

件数（件） 
3,883 3,371 3,169 2,955 2,944 1,126 1,169 1,047 1,185 1,202 

資料：法務省 

 

（２）これまでに講じた施策 
ア 社会総がかりでいじめの問題に対峙するため、基本的な理念や体制を定めた「いじめ防

止対策推進法」（2013年９月施行。以下「法」という。）、「いじめの防止等のための基本的

な方針」（2013年 10月策定、2017年３月改定。以下「基本方針」という。）、「いじめの重

大事態の調査に関するガイドライン」（2017年３月策定。2024 年８月改訂。以下「ガイド

ライン」という。）に基づく取組を進めてきた。2024 年８月には、各教育委員会や学校に

おけるいじめの重大事態への対応において、様々な課題があったこと等を踏まえ、ガイド

ラインの改訂を行った。改訂では、重大事態調査において、第三者が調査すべきケースを

具体的に示すとともに、第三者性の確保に関する考え方を記載した。さらに、調査の際の

 
24 脚注７参照。 
25 脚注８参照。 
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児童生徒等に対する事前説明の手順、説明事項、資料の保存等についても記載し、調査す

べき項目の明確化等を図った。また、いじめ重大事態の実態を把握し、課題点等を抽出す

る等、重大事態調査の適切な運用やいじめ防止対策の改善・強化につなげることを目的と

して、2023 年より、学校設置者及び学校に対し、いじめの重大事態について国に対する

報告を求めている。さらに、基本方針等に基づく対応が徹底されるよう、教育委員会の生

徒指導担当等を対象とした研修会の実施や、スクールカウンセラー・スクールソーシャル

ワーカーの配置等による教育相談体制の充実等の取組を進めてきた。 

 

イ いじめの長期化・重大化を防止するため、学校外からのアプローチとして、地方公共団

体の首長部局においていじめの相談から解消まで取り組む手法の開発・実証を進め、多様

な地域・取組のモデル構築に取り組むとともに、各地方公共団体の参考となるモデル事例

の横展開を図ってきた。いじめの重大事態調査について、調査の第三者性確保の観点から、

学識経験者等の専門家を「いじめ調査アドバイザー」として委嘱し、地方公共団体等から

寄せられた調査委員の人選や中立・公平性のある調査方法等に関する相談に対して、助言

を行っている。 

さらに、いじめを政府全体の問題として捉え直し、関係省庁が連携して取り組んでいく

ため、文部科学省とこども家庭庁を共同議長とした「いじめ防止対策に関する関係省庁連

絡会議」を 2023 年より開催しており、2024 年 11 月に開催した会議においては、各省庁

の取組の共有を図るとともに、「いじめ防止対策の更なる強化策」の取りまとめを行った。 

 

【行動計画】 
引き続き、社会総がかりでいじめの問題に対峙するため、基本的な理念や体制を定めた法、

基本方針及びガイドラインに基づく取組を進めていく。 

 

（１）いじめの未然防止・早期発見・早期対応 
（いじめの未然防止）  

いじめは、どのこどもにも、どの学校でも起こりうることを踏まえ、全ての児童生徒を

対象としたいじめの未然防止の観点が重要であり、これまで取り組んできた道徳教育や

人権教育の推進に加えて、全ての児童生徒にとって安全で安心な学校づくり・学級づくり

を児童生徒自身が主体的に実施できるようになるよう、いじめの未然防止教育の充実に

取り組む。 

基本方針においては、海外から帰国した児童生徒や外国人の児童生徒、国際 結婚の保

護者を持つなどの外国につながる児童生徒、性同一性障害や性的指向・性自認に係る児童

生徒に対するいじめを防止するため、これらの児童生徒に対する理解の促進等を行うよ

う示しており、「多様性を認め、人権侵害をしない人」に育つよう、引き続き全ての児童

生徒を対象としたいじめの未然防止に取り組んで行く。 
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（いじめの早期発見・早期対応） 

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処の前提であり、例えば、定期的なアンケー

ト調査を実施するなどして、 ささいないじめの兆候を見逃さず、早い段階から的確に関

わりを持つこと等により、積極的にいじめを認知するとともに、早期対応に向けた取組を

行うことが必要である。また、いじめを把握した場合には、いじめを受けた児童生徒の保

護を第一に、スクールカウンセラー等と連携して心のケアや必要な支援を行うとともに、

いじめを行った児童生徒に対しては、当該行為の内容や状況等を踏まえ、学校教育法（昭

和 22 年法律第 26 号）に基づく懲戒や出席停止等の措置を含め、毅然とした対応を行う

ことが必要である。併せて、いじめを行った背景や要因をアセスメントした上で、指導・

支援を行うことも必要である。 

各学校においていじめの早期発見・早期対応を行うため、「いじめ防止対策の更なる強

化策」も踏まえ、「１人１台端末等を活用した心の健康観察 26」の導入推進や、スクール

カウンセラー等の配置充実、SNS 等を活用した教育相談体制の整備等をすることにより、

児童生徒が相談しやすい体制の充実を図る。また、「24時間子供ＳＯＳダイヤル 0120-0-

78310(なやみいおう)」を始めとする電話相談窓口や、SNS 等を活用した相談窓口の周知

を行う。 

加えて、各学校において法や基本方針等に基づき、組織的にいじめ対応がなされるよう、

引き続き、通知や各種研修会等を通じて周知徹底を行う。 

また、いじめにより不登校となった場合を含む、不登校児童生徒が学びにつながること

ができるよう、校内外の教育支援センターや学びの多様化学校といった多様な学びの場

の整備に取り組むほか、不登校児童生徒が学校外の施設で相談・指導を受けている場合や、

自宅において ICT 等を活用した学習活動を行った場合に、一定の要件のもと、指導要録上

出席扱いとすることができることについて、周知する。 

 

（ネットいじめ等への対応） 

近年、インターネットや携帯電話を利用した、いわゆる「ネットいじめ」が課題となっ

ているほか、昨今、児童生徒間の暴力行為等の動画が SNS 上に投稿・拡散される事案も

発生している。こうした事案の背景には、児童生徒が受けている被害について、必ずしも

学校が十分に把握できていない点への懸念もあることから、各学校において見過ごされ

ている被害がないか、日常的な確認に取り組むよう周知する。また、 「いじめ防止対策の

更なる強化策」で示されているとおり、各種研修会や動画教材 27等の周知により、ネット

 
26文部科学省において、児童生徒の心や体調変化の早期発見のため推進している取組で、個別の児童生徒の

状況を多面的に把握する ICT ツールを適切に活用することにより、教職員がこれまで気づいていなかった

児童生徒の心身の状態に気づくことができ、教職員の児童生徒理解の幅が広がり、悩みや不安を抱えた児

童生徒の早期発見や早期支援につながると考えられる。 
27いじめに対する教職員の研修動画教材について：文部科学省  

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/seitoshidou/1406070_00002.htm
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いじめの状況や対応等について教職員への適切な理解を促すとともに、SNS等における誹

謗中傷などによる人権侵害のおそれ等も含め、こどもたちへの情報モラル教育の充実に

努める。 

 

（２）いじめの重大事態の調査等による再発防止 
いじめ重大事態の実態を把握し、課題点等を抽出するなど、重大事態調査の適切な運用

やいじめ防止対策の改善・強化につなげることを目的として、2023 年よりいじめの重大

事態について国に対する報告を求めている。引き続き、いじめの重大事態の調査について、

必要な助言等を行うとともに、 「いじめ防止対策の更なる強化策」で示されているとおり、

提供された調査報告書の分析を踏まえて、学校の設置者及び学校におけるいじめの重大

事態の調査の運用改善やいじめの未然防止に向けた取組等の充実を図る。 

また、各教育委員会や学校におけるいじめの重大事態への対応において、様々な課題が

あったこと等を踏まえるとともに、法や基本方針に則った適切ないじめの重大事態調査

の実施に資するため、2024 年８月にガイドラインを改訂したところであり、学校の設置

者や学校において、改訂版ガイドライン等に沿った対応が適切になされるよう、教育委員

会の生徒指導担当者等を対象とした研修会の実施や、職員を各教育委員会の研修会へ派

遣すること等により周知に取り組む。 

 

（３）関係機関との連携等 
重大ないじめや犯罪行為として取り扱われるべきいじめ等については、直ちに警察に

相談・通報を行い、適切な援助を求めなければならないことから、その旨を教育委員会等

に対して周知するとともに、学校警察連絡協議会の活用や学校・警察連絡員の指定の徹底

等、学校と警察との日常的な情報共有体制の構築による連携強化を促す。 

また、いじめの背景には様々な事情が複雑に関係している場合があり、教育・福祉 ・保 

健・医療等が一体となって地域全体でこどもを支援していくことが必要であることから、  

国、地方公共団体、学校、地域住民、家庭その他の関係者の連携の下、社会総がかりでの 

いじめ防止対策の取組を進める。 

 

４ 体罰  
【現状】  
（１）体罰等をめぐる現状 

学校における体罰は、学校教育法（昭和 22年法律第 26号）第 11条において禁止されて

おり、校長及び教員は、児童生徒への指導に当たり、いかなる場合も体罰を行ってはならな

いと定められている。体罰は違法行為であるのみならず、児童生徒の心身に深刻な悪影響を

与え、教員等及び学校への信頼を失墜させる行為である。また、体罰による指導では、児童

生徒に正常な倫理観を養うことはできず、むしろ力による解決への志向を助長する恐れが



36 

 

ある。また、教員等による不適切な指導等については、身体的な侵害や、肉体的苦痛を与え

る行為でなくても、児童生徒を精神的に追い詰めることにつながりかねず、決して許される

ものではない。 

 国では、毎年度、国公私立学校において発生した体罰の状況について調査を行い、体罰時

の状況やその態様等を含めて実態把握に努めている。2023 年度における体罰の発生件数は

419 件で、児童生徒への指導において組織的な対応が進んだこと等から、年々減少傾向にあ

るものの、依然として体罰が発生していることは深刻な問題である。また、不適切な指導等

についても、2022年度から同調査において調査を行っており、2024年度における不適切な

指導等の発生件数は 693件となっている。 

 

・体罰に係る懲戒処分等の推移 

 

資料：文部科学省

 

・体罰を受けた児童生徒数

年 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

体罰を

受けた

児童生

徒数

（人） 

1990 1699 1400 1347 1474 1244 871 832 991 834 744 

資料：文部科学省 
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・部活動 28中の体罰発生件数 

年 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 

部活動中の体罰

発生件数（件） 
195 198 182 187 150 93 91 132 95 84 

資料：文部科学省 

 

・体罰に係る人権相談 29及び人権侵犯事件 30の件数 

2024 年中に、法務省の人権擁護機関に寄せられた体罰に係る人権相談件数は 281件、同

機関が調査救済手続を開始した人権侵犯事件数は 79 件であった。  

年 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 

人 権 相 談 件 数

（件） 

530 507 537 476 442 282 322 296 338 281 

人権侵犯事件数

（件） 

494 448 263 201 141 83 51 75 74 79 

資料：法務省 

 

（２）これまでに講じた施策 
（学校における体罰等）  

これまで教育委員会等に対して、体罰の禁止について、累次にわたって周知を行うととも

に、体罰を未然に防止する組織的な取組、体罰の実態把握、事案に応じた厳正な処分等を促

してきた。2022 年に改訂した「生徒指導提要」において、指導における留意事項や、不適切

な指導と考えられ得る例等を明記し、周知を図っている。 

また、部活動における体罰については、2022 年に「学校部活動及び新たな地域クラブ活

動の在り方等に関する総合的なガイドライン」を策定し、校長、部活動の指導者に対し、学

校部活動の実施にあたり、体罰・ハラスメントを根絶することを示した。2025 年には同ガ

イドラインを改定する形で「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総合的なガ

イドライン」を新たに策定し、引き続き体罰・ハラスメントの根絶を求めている。 

 

（家庭や施設における体罰）  

被措置児童等については、「被措置児童等虐待対応ガイドライン」（2025 年９月改訂）に

おいて、施設長等による体罰の事案への対応を例示するなど、被措置児童等虐待の発生予防

から早期発見、迅速な対応や再発防止のための様々な取組を総合的に進められるよう示し

 
28 中学校、高等学校、中等教育学校における部活動中の体罰発生件数（運動部活動のみに限らない） 
29 脚注７参照。 
30 脚注８参照。 
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ている。また、2019 年６月に成立、2020 年４月に施行された「児童虐待防止対策の強化を

図るための児童福祉法等の一部を改正する法律」（令和元年法律第 46号）においては、家庭

における体罰の禁止に併せ、児童相談所長、里親、施設長等による体罰も禁止された。上記

改正法の附則における検討規定を踏まえ、2022 年 12月に「民法等の一部を改正する法律」

（令和４年法律第 102 号）が成立し、児童虐待を正当化する口実に利用されているとの指摘

がされてきた親権者の懲戒権を定める民法の規定が削除されるとともに、親権者が監護教

育をする際の行為規範として、子の人格を尊重する義務を課し、体罰その他の子の心身の健

全な発達に有害な影響を及ぼす言動を禁止する規定等が定められた。 

 

（スポーツにおける体罰等） 

スポーツ指導者及び団体役職員等に向けたコンプライアンス教育を実施することのほか、

依然としてスポーツの価値を脅かす不祥事が発生している状況や実効性確保の観点を踏ま

え、2023 年度に通報制度や懲罰制度を構築すること等を規定した「スポーツ団体ガバナン

スコード」を改定した。 

 

【行動計画】 
（１）学校における体罰等  

体罰は、違法行為であるのみならず、児童生徒の心身に深刻な悪影響を与えるとともに、

児童生徒に力による解決への志向を助長させ、いじめや暴力行為などの連鎖を生むおそれ

があるものであり、児童生徒への指導に当たり、いかなる場合も体罰を行ってはならないこ

と等を、引き続き、通知や各種研修会等により周知徹底に努める。 

 部活動においては、2025年 12 月に策定した「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に

関する総合的なガイドライン」において、校長及び部活動の指導者に対して体罰・ハラスメ

ントの根絶を徹底するよう求め、都道府県及び学校の設置者に対して、体罰・ハラスメント

の根絶のための取組が徹底されるよう、支援及び指導・是正を行うことを示している。また、

通知を都道府県教育委員会等に発出し、ガイドラインの周知を図るとともに、学校における

教職員を含む全ての指導者に対し、体罰・ハラスメントの根絶に向けた認識の共有と、指導

の徹底等の対応を求めている。都道府県教育委員会等の関係者が集まる会議においても、体

罰・ハラスメントの根絶に向けた取組の徹底を要請している。 

今後も、これらガイドラインの周知等により、学校生活全体における体罰の禁止を徹底す

るとともに、その実態把握に努める。 

（２）家庭や施設における体罰  
国では、児童への体罰を含む虐待防止を強力に推進しており、施策の不断の見直し、対策

の強化を行っている。これまでに講じた施策として記載したもののほか、以下のような近年

の法改正等も踏まえ、今後も周知を行い積極的に施策を推し進めていく。 
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2016 年に児童虐待の防止等に関する法律において、親権者は児童のしつけに際して、監

護・教育に必要な範囲を超えて児童を懲戒してはならない旨が明記された後も、保護者がし

つけの一環である体罰と称して児童虐待が行われていた事案があったことを踏まえ、2019

年６月に成立、2020 年４月に施行された「児童虐待防止対策の強化を図るための児童福祉

法等の一部を改正する法律」において、児童の親権を行う者は、児童のしつけに際して、体

罰を加えてはならないこととし、家庭における体罰が禁止された。 

これを踏まえ、体罰の範囲や体罰禁止に関する考え方等について、国民に分かりやすく説明

するための「体罰等によらない子育てのために～みんなで育児を支える社会に～」を取りま

とめ、リーフレット等を活用した周知を行っており、今後もこうした取組を引き続き進めて

いく。  

また、2022 年 12月に成立・改正された「民法等の一部を改正する法律」（令和４年法律

第 102号）において、懲戒権に関する規定等の見直しがされ、リーフレット等を活用した周

知等を行っている。これらの法改正によって体罰が禁止されたこと、また、体罰によらない

子育てについての周知啓発を進めていくことは、児童の権利委員会の総括所見（2019 年３

月）における勧告にも沿った取組である 31。 

・リーフレット 

 

資料：こども家庭庁 

 

（３）スポーツにおける体罰等 
スポーツは、心身の健全な発達、健康及び体力の保持増進、精神の 涵養

かんよう

などのために行

われるものであり、暴力とは相いれるものではない。改正スポーツ基本法（2025 年 6 月成

立）においても、国及び地方公共団体等に対し、スポーツを行う者に対する暴力等の防止に

ついて措置を講ずることとされたところ。 

 2013 年２月、スポーツ指導で暴力を行使する事案の発生を受け、「スポーツ指導における

暴力根絶へ向けて」と題する文部科学大臣メッセージを発表するとともに、同年７月、文部

科学副大臣の下に設置された 「スポーツ指導者の資質能力向上のための有識者会議（タスク

 
31児童の権利委員会「日本の第 4 回・第 5 回政府報告に関する総括所見」（2019 年 3 月 5日）パラグラフ

26 
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フォース）」から、今後取り組むべき具体的な課題の提言が行われた。 

 この提言を受け、スポーツ庁では、スポーツ指導の場面において体罰・暴力等を行わず、

かつアスリート等の人間的成長を促すことが重要であるとの認識の下、このような資質能

力を有するグッドコーチを養成するためのモデル・コア・カリキュラムを作成し、2019年 4

月から、公益財団法人日本スポーツ協会が全国で実施する公認スポーツ指導者養成事業に

導入している。 

 また、スポーツ団体が適切な組織運営を行う上で遵守すべき原則・規範として、2019 年 6

月に中央競技団体向け、2019 年８月に一般スポーツ団体向けの「スポーツ団体ガバナンス

コード」を制定した。同コードでは、スポーツ指導者及び団体役職員等に向けたコンプライ

アンス教育を実施することのほか、通報制度や懲罰制度を構築すること等を規定しており、

2023 年度には同コードの実効性確保の観点から改定を行い、不祥事発生時の適時適切な公

表に関する記載等を追加した。スポーツ庁では引き続きスポーツ団体への同コードの周知

徹底を図るとともに、必要なフォローアップを実施していく。32 

 そのほか、2025年 12月に策定した「部活動改革及び地域クラブ活動の推進等に関する総

合的なガイドライン」においては、生徒の新たなスポーツの場である地域クラブ活動におい

て、適切な指導を実施し、体罰・ハラスメントを根絶することを示しており、今後も同ガイ

ドラインの周知徹底を図る。 

 

Ⅴ 今後の行動計画の実施   

本行動計画の実施に当たっては、引き続き、政府、市民社会、関係団体、民間企業、専門

家等が参加するマルチ・ステークホルダーの枠組である円卓会議及び同ワーキング・グルー

プにおいて、関係府省庁間、関係者間の連携を進めつつ、取組を確実に進めていく。また、

本計画に関する国内外への発信を通じて、こどもに対する暴力をなくすことに向けた機運

を高めることに貢献していく。  

 具体的には次のとおりとする。  

（１）マルチ・ステークホルダーの枠組である円卓会議又は同ワーキング・グループにおい

て、毎年、本行動計画の実施状況について評価・モニタリングを実施する。  

（２）上記評価・モニタリングは、SDGsターゲット 16.2 の達成を念頭に、本行動計画に記

載したデータの最新版を基に実施する。その際、 WHO、UNICEF、SRSG-VAC事務所等の

国際機関や、諸外国が使用している指標や統計項目も参照して、整備すべき統計を検討

する。  

（３）本行動計画やその実施状況については、こどもたちを含め、国内向けに周知するとと 

もに、国際会議等において、国際社会への発信を行う。  

（４）本行動計画は、概ね SDGs 最終年である 2030年までの計画とし、毎年の評価・モニタ 

 
32スポーツ庁では、スポーツにおける暴力から子どもを守ること等を内容とするユニセフ「子どもの権利

とスポーツの原則」の周知を推進している。 
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リングの結果、こども大綱の改訂や関連法令の改正及び国際的動向を踏まえつつ、 

2030 年を目途に見直し等を実施するものとする。その際や、中間年度の検証等の機会

においては、「こども若者★いけんぷらす」を活用するなど、引き続きこども・若者達

の声を広く聴取し、こうした声を踏まえつつ進める。 
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